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資料デジタル化研修（遠隔研修）
平成３０年７月



 知的財産推進計画

 デジタルアーカイブの構築・拡充と利活用促進の
必要性を明記（2014年～）

⇒「我が国におけるデジタルアーカイブ推進の方向性」
「デジタルアーカイブの構築・共有・活用ガイドライン」

（平成29年4月）の策定

 図書館側の事情

 当該図書館しか有していない地域資料や特別な
コレクションの保存と住民や研究者/学生等への
提供の必要性
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はじめに～資料デジタル化に係る背景



 対象

すでに資料のデジタル化事業を行っている、
またはこれから資料のデジタル化事業を行う
予定がある図書館等の職員の皆様

 内容

国立国会図書館での実例を交えつつ、
冊子体資料のデジタル化事業の進め方
およびデジタル化資料の利活用について
研修を行います。
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資料デジタル化研修



 構成

(1) 資料デジタル化の基礎

(2) デジタル化資料の権利処理と利活用
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資料デジタル化研修
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デジタル化事業の流れ
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■資料デジタル化事業の流れを説明し、本研修で扱う範囲を説明。研修科目(1)と(2)が該当することに言及。
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国立国会図書館での資料デジタル化

（点数は平成30年3月現在の概数）

国立国会図書館

266万点
デジタル化資料

館内利用者

原資料の保存の
ためのデジタル化

インターネット
利用者

公共・大学図書館
等の利用者

著作権法第31条
第2項による
(他の図書館
とは異なる)

著作権法第31条第3項
に基づく送信（国立
国会図書館のみ可能）

絶版等、市場に流通
していないもの

150万点

著作権が切れている／許諾
を得た／文化庁長官裁定済

53万点

公共・大学図書館等

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■国立国会図書館でのデジタル化の事例を説明。保存目的であれば法的には所蔵資料すべてをデジタル化可能。絶版等資料であれば全国に図書館送信できるといった国立国会図書館ならではの著作権制限規定がある中でデジタル化事業を行っていることに言及。



 資料のデジタル化

著作権法第31条第1項第2号に基づく保存の
ためのデジタル化

→ 絶版等で入手困難なもので貴重な資料が対象

 デジタル化した資料の提供

著作権処理をしてインターネット公開または
当該図書館の館内での提供

⇒ 国立国会図書館の事例が参考にならないケースも

⇒ 過去の資料デジタル化研修の事例報告等をご参照
ください。（ http://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11051441 等）
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国立国会図書館以外の図書館では

http://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11051441


 資料のデジタル化を検討する上で踏まえるべき
観点や実務上の留意点、技術などについて理解
を深める。

 デジタル化した資料の提供、利活用に当たって
の留意点や課題を共有し、解決のためのヒント
を得る。

※ 計画立案・予算獲得、システムの選定・構築、冊子体以外の
資料のデジタル化は本研修では詳しくは扱いません。
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本研修で目指すこと



※平成29年12月8日に国立国会図書館関西館で開催された資料デジタル化研修
の参加者に対する事前調査票の集計結果

 参加者のご所属（全71機関）
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事前調査票から

館種 機関数 割合

都道府県立図書館 15 21％

市区町村立図書館 16 23％

大学図書館 29 41％

専門図書館 4 6％

美術館・博物館 3 4％

その他 4 6％

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■どのような機関から参加されているか、各図書館でどのようなデジタル化が行なわれているかの参考に紹介する旨、言及。
■幅広い機関から参加をいただいていること、資料のデジタル化がさまざまな機関において広く課題として捉えられることが窺えることにも言及。



 [Q1] 現在、所蔵資料のデジタル化及びデジタル
化した資料の利用者への提供を行っていますか？
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事前調査票から

選択肢 機関数 割合

所蔵資料をデジタル化し、利用者に
提供している。

42 62％

所蔵資料のデジタル化は行っているが、
利用者への提供は行っていない。

10 15％

所蔵資料のデジタル化を行っていない
が、計画中である。

9 13％

その他 7 10％

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■すでにデジタル化をして提供をしている機関が6割を占めるが、デジタル化した資料を提供していない機関が15％、デジタル化の計画中の機関が13％参加していることに言及。
■まだデジタル化を行っていない機関の参加者にもわかりやすく、すでにデジタル化を行っている機関にも参考になる内容にするよう努めている旨も言及。



 [Q2] 提供しているサイト、アーカイブ、データ
ベース等の概要を教えてください。

(1) 公開開始年

(2) 収録点数

3 6 11 13 12

～1999年 2000～2004年
2005～2009年 2010～2014年
2015年～

7 14 10 8 1

100点未満 100～999点
1,000～9,999点 10,000～99,999点
100,000点以上
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事前調査票から

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■(1)すでに提供されているデジタルアーカイブ等の公開開始年は、半数以上が2010年以降であることに言及。
■(2)収録点数は様々。これからデジタル化を開始する機関に対し、少数のコンテンツを公開する取組もあることを言及。



 [Q2] 提供しているサイト、アーカイブ、データ
ベース等の概要を教えてください。

(3) 新規データの追加頻度

(4) 公開状況

1 1 1 17 3 21

ほぼ毎日 週1回 月1回 年数回 年1回 その他
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事前調査票から

39 0 4 2 

インターネットで一般公開

インターネットで限定した利用者に公開

施設内で一般公開

施設内で限定した利用者に公開

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■(3)高頻度に追加をしているところは少ない。年数回が一番多く、その他の中には、不定期、必要に応じて、追加を凍結しているといった回答が見られることを紹介。
■(4)公開状況はインターネットで一般公開しているところがほとんどであることに言及。



 [Q2] 提供しているサイト、アーカイブ、データ
ベース等の概要を教えてください。

(5) 収録対象

24 4 0 3 5 3 3 1

所蔵資料をデジタル化したもの[1]のみ
自館または自治体、大学、母体機関の刊行物[2]のみ
他機関または自治体住民、大学所属者等から受け入れたデジタルデータ[3]のみ
[1]と[2]
[1]と[2]と[3]
[1]と[3]
[1]とその他
[2]と[3]
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事前調査票から

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■(5)所蔵資料をデジタル化したもののみ提供している機関が過半数。他機関または自治体純民、大学所属者等から受け入れたデジタルデータを提供しているところはごくわずか。



 [Q3-1] デジタル化の実施に係る課題

全般 → デジタル化に関する全般的な知識の不足を
課題としている機関が目立つ

技術・仕様 → 仕様書作成に課題を抱えている機関が
目立つ

予算・人員の制約から職員の手でデジタル化する機関も

14

事前調査票から

14 20 11 5 5 5 4 2 2 2 21

全般 技術・仕様 予算・人員
計画 提供 対象資料の選定
保存 メタデータ 画質改善
知識・経験の獲得・継承 システム・設備 著作権

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■全般的な知識の不足、技術・仕様面の課題、予算・人員の課題を抱える機関が多い。
■本研修が全般的な知識不足の解消や技術・仕様面の課題の解消に幾分かでも資することができれば幸いである。



 [Q3-2] 権利処理に係る課題

次のような課題を挙げている機関が目立つ

・インターネット公開のために必要な権利処理の仕方
がわからない

・著作権者不明の場合にどう権利処理を進めればよい
かわからない

・著者が没年不明の資料が多い

・権利処理の量が膨大で困っている
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事前調査票から

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■権利処理をどうすればいいのかわからないとする機関が目立った。



 [Q3-3] 利活用に係る課題

＜インターネット公開している機関＞

アクセスが少ないといった課題を挙げている機関
は少なく、公開している画像に対する出版物への
掲載や放映など二次利用の申し出への対応を課題
としている機関が多い。

＜インターネット公開していない機関＞

インターネット公開した場合の画像提供の申し出
への対応をどうするかという問題意識が見られる。
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事前調査票から

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
■アクセスが少ないという問題より、画像を提供してほしいという申し出への対応を課題としている機関が目立った。



 [Q3-4] その他の課題

次のような課題が挙げられています。

・知識のある特定の職員に依存しており、事業の
継続性に不安がある。

・継続的な予算の獲得が難しい。

・デジタル化に関する知識の獲得、情報収集。

・デジタル化した資料の利用者への広報。
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事前調査票から



 本研修を通じてデジタル化や権利処理等の
基礎的知識を習得していただき、各機関での
所蔵資料のデジタル化に活かしてください。
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これからの研修科目に向けて
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